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第 1章 序論 
1・1．研究背景 
日本は世界でも有数の地震国である．1995 年に発生した兵庫県南部地震からこの 23
年の間に，気象庁震度階級最大の震度 7 を記録した地震は 6 回を数える．中でも国内観



























































































図 1・2．2014 年に調査した国内火力発電施設（320 基）における耐用年数 
 
 
















































































































































































































北地方太平洋沖地震における長周期長時間地震，2016 年の熊本地震における震度 7 級
地震の二回発生など，を課題として挙げる．両地震の後に発生した余震回数の推移を，





















図 1・5．東北地方太平洋沖地震の余震回数 1-(11) 
海域で発生した主な地震の余震回数比較（※本震を含む） 
（マグニチュード 5.0 以上） 
2012 年 12 月 07 日 19 時 00 分現在 



















平成 15 年十勝沖地震(M8.0)               




















地震回数比較（マグニチュード 3.5 以上） 
2017 年 4 月 30 日 24 時 00 分現在 
平成 28 年(2016 年)熊本地震(M7.3) 
平成 16 年(2004 年)新潟県中越地震(M6.8) 
平成 20 年(2008 年)岩手・宮城内陸地震(M7.2) 
平成 7 年(1995 年)兵庫県南部地震(M7.3) 
2005 年福岡県西方沖地震(M7.0)               
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タは，既往の研究を参照 2-(4)し，ボイラと支持構造物の質量比 ms/mbを約 2.6，固有周期











                                           (1) 
, , , ,  
 
C = αM＋βK                                 (2) 
α = 2ω1ω2×(h1ω2— h2ω1)／(ω22—ω12) 
β = 2(h2ω2—h1ω1)／(ω22—ω12) 
h1 = h2 = 0.05 : Damping constant of Reyleigh type 
ω1 : 1st Natural angular frequency 










約 7mm となる設定をした．バイリニアモデルについて，図 2・5 に示す． 
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k1:1st stiffness k2:2nd stiffness 




















ボイラ構造物は，従来の振れ止め装置を設置し，最大速度を 0.5m/s に基準化した Taft 
























































入力波は，最大速度 0.5m/s に規準化した Taft EW 波を使用する．入力する Taft EW 波
の応答スペクトルを図 2・9 に，加速度波形を図 2・10 に示す．本解析で用いたボイラ
構造物モデルの固有周期は約 1.3 秒であるが，一般的にボイラ構造物の固有周期も 1～
2 秒程度にあることが多く，Taft EW 波はボイラ構造物モデルの固有周期の付近で地震
波のスペクトルが大きくなる特徴がある．そのため，従来耐震設計の入力波として頻繁
に使用される El Centro NS 波，Hachinohe NS 波よりもボイラ構造物では応答が大きくな
































































































































































Time   s
Taft EW(0.5m/s)






表 2・1 に示す． 
 
表 2・1．解析で求めた各ダンパのパラメータ 
解析モデル 項目 単位 値 
バイリニアモデル 
一次剛性 MN/mm 3.34 
二次剛性 MN/mm 0.08 
降伏変位 mm 7 
Maxwell モデル 
粘性減衰設計式 － F=cV 
減衰定数 MN・s/m 134 
剛性 MN/mm 7.5 
矩形型バイリニア 
降伏変位 mm 1 
降伏荷重 MN 33.4 
 
各ダンパの変位と抵抗力の関係を図 2・11 に示す．また，図 2・12～14 に最大相対変
位，累積変位量，ボイラ及び支持構造物の最大加速度の結果を示す． 
振れ止め装置を想定したバイリニアモデルと等価な最大抵抗力を配する場合，粘性減
衰を配した Maxwell モデルでは，最大相対変位は約 69mm 程度に抑制できる．同様に，








































Displacement   mm
Bilinear model Viscous damping Bilinear of rectangle type























Cumulative displacement   m























入力する地震波は，Taft EW 波の他，El Centro NS 波，Hachinohe NS 波を使用する．両
波形とも，最大速度を 0.5m/s に基準化したものであり，それぞれのスペクトルと加速度
































































































































































































































Time   s
El Centro NS(0.5m/s)
















解析結果より，Taft EW 波を入力したときに最大相対変位が 150mm に達する場合のパ






解析モデル 項目 単位 値 
バイリニアモデル 
一次剛性 MN/mm 3.34 
二次剛性 MN/mm 0.08 
降伏変位 mm 7 
矩形型バイリニア 
降伏変位 mm 1 
降伏荷重 MN 25.5 
 
各入力波における変位と抵抗力の関係を図 2・19～21 に示す．Taft EW 波を入力した
時には，最大の相対変位は同等ながら，矩形型バイリニアの方が最大の抵抗力が小さく，
且つエネルギ吸収が大きい．図 2・22 にエネルギ吸収の時刻歴推移を示す．Taft EW 波
の場合は，約 13%程度大きい結果となっている． 





























Time   s
Hachinohe NS(0.5m/s)
Absolute value of Max. Acc.:3.34m/s2 
24 
 





図 2・19．Taft EW 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 
 
 

















Displacement    mm
Taft EW
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Displacement    mm
Hachinohe NS


























Time   s
Taft EW(Rec. of Bi.) El Centro NS(Rec. of Bi.)
Hachinohe NS(Rec. of Bi.) Taft EW(Bi.)




































最大加速度は，前項同様，矩形型バイリニアの方が増加する傾向が Taft EW 波，
Hachinohe NS 波で見受けられる．その増加は，最大で 30％程度であるが，Taft EW 波以
下である．El Centro NS 波の最大加速度の場合は，ほぼ同等ながら 10%前後バイリニア
 
図 2・23．El Centro NS 波入力時のダンパ抵抗力の時刻歴推移 
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Time   s
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Relative displacement of maixmum   mm
Rectangle
Bilinear
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Rectangle
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物を二質点に置き換え，最大速度 0.5m/s に基準化した Taft EW 波を入力した結果，
矩形型バイリニアが相対変位だけでなく，累積変位量を抑制できるダンパとして適
していた． 
・矩形型バイリニアの制振効果を，最大速度 0.5m/s に基準化した El Centro NS,，
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ブで使用する Tuned Mass Damper（以降、TMD と呼称）の他，錘の稼働をモータ等でア
クティブ制御する Active Mass Damper（以降、AMD と呼称）が従来の主流であった．近
年は Tuned Mass Damper を組み合わせて、固有周期の振動低減は低下するものの同調周


















































   
 
 




















































                                        
 






























































ダンパ せん断抵抗 流動抵抗 
抵抗力の大容量化 ○ ○ △ ◎ ◎ △ 
抵抗力の温度依存性 ○ △ △ ○ ○ △ 
形状の自由度 ○ ○ ○ △ △ ○ 
構造の難易度 ○ △ 〇 △ △ 〇 
耐繰返し性 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
   
                                     
 





















































では階高約 4m とすると，層間変位は 40mm 程度となる．一方，ボイラ構造物では前述
の 2・3・1 節でも述べたように低次のモードが卓越する傾向があり，高層となっても回










































































図 3・9 に示すようにシリンダ内径を D0，ピストン外径を D1，ロッド径を D2 とし，



















































































































と，ρX=0 となる．最後に，隙間 r0－r1は，微小であるため，圧力勾配は y に依存せず，
圧力 p は x のみの関数となる．上記仮定条件の下，ダンパの円筒形状を考慮し，ナビエ・
ストークスの式を円柱座標系で式(4)のように表現する．またその式を積分し，式(5)のよ
うに流速 u を求める．c1及び c2は，積分定数とする． 
 
                                                      
(4) 
                                       (5) 
 
また，ピストン外径部（r = r1）において u = 0，シリンダ内径部（r = r0）において u 
= V の二つの境界条件より算出した流速 u を用いて理論的な流量 Q を，式（6）のよう





         (6) 
                     (7) 
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定格抵抗力 3000 kN 
定格速度 0.6 m/s 




























図 3・10．試作した 3000kN ダンパの概要図 
 
表 3・3．ベースモデルとの比較  
項目 開発品 ベースモデル 
定格抵抗力 3000 kN 2000 kN 
定格速度 0.6 m/s 0.5 m/s 
ストローク ±150 mm ±150 mm 
全長 2079 mm 2350 mm 
ピン間距離 1789 mm 1970 mm 
最大外径 φ360 mm φ394 mm 











アクチュエータは，動的載荷力が 3000kN，最大速度 1.0m/s を加振できる能力がある













動的載荷荷重 3,000 kN 
ストローク ±1,000 mm 
加振振動数 10Hz※1 





項 目 計測機器種別 
ダンパ変位 レーザー変位計 
ダンパ抵抗力 ロードセル 
雰囲気温度 T 型熱電対 




































変位計 ロードセル 熱電対温度計 











依存性を確認するため，最大振幅を上限に 4 等分した振幅条件とする． 
振動数の試験条件は，が 0.1，0.25，0.5，1.0，2.0，2.5Hz とする．既往の研究におけ
るボイラの固有周期は，殆んどが 1～2s 付近にあるため，それらを網羅するように 0.25





速度   m/s 
振動数   Hz 
0.1 0.25 0.5 1.0 2.0 2.5 
振幅 
±mm 
25 0.016 0.039 0.079 0.157 0.314 0.393 
50 0.031 0.079 0.157 0.314 0.628 0.785 
75 0.047 0.118 0.236 0.471 － － 





は，2cycle 目の変位を正負均等化するよう補正したときの Y 軸切片を読み取り，その正

















































回帰式の傾き a を k1とする 
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3・5・3．基本特性試験結果 その 1 抵抗力と変位の関係 
















力は 2142～3230kN の範囲にあった．初期剛性は，本試験条件の範囲においては 560～










































































































































































































































































































































































































































































































































































Velocity   m/s
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れている．材料定数の平均値に対する変化率を図 3・27 に示す． 
理論式で算出した抵抗力と基本特性試験の結果の比較を，抵抗力と速度の関係にて図












































試作した 300kN ダンパの仕様について，表 3・7 に示す．またその概要図を，図 3・
29 に示す． アクチュエータは，動的載荷力が 1500kN，最大速度 1.0m/s を加振できる





レコーダを介して PC に取り込む．計測ブロック図は，図 3・11 を参照とする．試験概
要図を，図 3・30 に示す． 














Velocity   m/s
data







定格抵抗力 300 kN 
定格速度 0.6 m/s 










動的載荷荷重 1,500 kN 







項 目 計測機器種別 
ダンパ変位 レーザー変位計 
ダンパ抵抗力 ロードセル 
雰囲気温度 T 型熱電対 



























































1 正弦波 1.0 25 0.157 3 
+20,+60, -10 
2 正弦波 1.0 50 0.314 3 
3 正弦波 1.0 75 0.471 3 
4 正弦波 1.0 100 0.628 3 
 
3・6・3．温度依存性試験結果 































































































































































































































































































のモデルは，抵抗力と速度の関係より求めた回帰式 F = 3311×V0.1を導入し，一次剛性








を，表 3・11 に示す． 
 
表 3・11．解析モデル諸元 
種別 項目 仕様値 
Maxwell モデル 
減衰の項 F(kN) = 3311×V0.1 
ばねの項 600 kN/mm 
バイリニアモデル 
降伏荷重 2704 kN 
降伏変位 4.5 mm 
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0.1 乗に比例する特性とする．一次剛性は，基本特性試験より 3000kN のダンパで一次剛




とした．一次剛性の設定は，基本特性試験結果より，降伏変位を 5mm で設定する． 
解析では，2・4・2 項で得られた矩形型バイリニアと比較するために，0.5m/s に基準
化した Taft EW 波を入力した時に，最大抵抗力が等価となるダンパパラメータを設定し，
その条件において他の地震波を入力する．入力する地震波は，Taft EW 波の他，El Centro 















タを，表 3・12 に示す． 
 
表 3・12．解析で求めた各ダンパのパラメータ 
解析モデル 項目 単位 値 
確認対象モデル 
矩形型バイリニア 
降伏変位 mm 5 
降伏荷重 MN 25.5 
Maxwell モデル 
減衰の項 MN F = 28.4×V0.1 




一次剛性 MN/mm 3.34 
二次剛性 MN/mm 0.08 
降伏変位 mm 6.5 
降伏荷重 MN 21.71 
矩形型バイリニア 
降伏変位 mm 1 
降伏荷重 MN 25.5 
 
前章で求めた矩形型バイリニア最大抵抗力は 25.5MN であったため，Maxwell モデル
もそれ同等としたが，0.5m/s に基準化した Taft EW 波を入力した場合，最大相対変位は
約 95mm となり，比較対象のバイリニアモデルよりも 30％程度低減することが出来た．


















ンパ抵抗力を等価にした場合，Maxwell モデルは，Taft EW 波を入力した場合の累積変








































































































図 3・44．速度依存性を考慮した Maxwell モデルと降伏変位をダンパ特性に合わせ
た矩形型バイリニアモデルの各地震波における最大ダンパ抵抗力 
（Stopper：振れ止め装置を想定したバイリニアモデル，Yd：降伏変位） 

























































図 3・48．Taft EW 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 
（振れ止め装置を想定したバイリニアモデルと Maxwell モデルの比較） 


































図 3・49．El Centro NS 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 
（振れ止め装置を想定したバイリニアモデルと Maxwell モデルの比較） 
 
 
図 3・50．Hachinohe NS 波入力時のダンパ抵抗力と変位の関係 



























































振幅±8mm であり，入力波には正弦波を使用した．繰り返し回数は 1cycle のため，評
価は図 3・51 に示すように負側の Y 軸切片の絶対値を評価する． 
緩速変形試験における抵抗力と変位の関係を図 3・52 に示す．3000kN のダンパの抵
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的に発表している．その階級は，固有周期 1.5 秒程度から周期 8 秒程度までの高層ビル
を対象として、発生する可能性がある被害を段階分けしたものである。中低層構造物固
有周期は，やや短周期側にあれば 0.5 秒程度となり，長くて 2 秒程度にあるが，長周期
地震動階級はそれと殆どの部分が合致していないことが分かる．一方，高層構造物や超
高層構造物の固有周期は，約 3 秒から 4 秒程度の範囲となり，それ以上の場合もある．
また，防災拠点や公共構造物，及び中低層構造物などの地震対策として免震構造を採用







図 4・14-(1)に示す．また，翌年 2004 年に発生した新潟県の中越地震では，東京の高層構




東京から更に数百 km 離れた大阪でも同震度階級 2 を記録し，震源から 770km 離れた咲



































図 4・1．2003 年十勝沖地震での被害 4-(1) 










図 4・2．2011 年東北地方太平洋沖地震の長周期地震動階級 4-(2) 
 































に置き換えたものとし，固有周期は約 1.3 秒，構造減衰はレーリー減衰で 5%を付与し
た．解析モデルについて図 4・5 に示す． 
また，ボイラと支持構造物間に配するダンパは，2・3・2 節で示した減衰要素に粘性
減衰を採用した Maxwell モデルと開発したダンパの解析モデルとして，減衰要素に速度
の 0.1 乗に比例する特性を，剛性要素に一次剛性を採用した Maxwell モデルとする．開



















① Haramachi NS 波 
② Haramachi EW 波 
③ Sannomaru NS 波 
④ Sannomaru EW 波 
⑤ SZ1 波 
⑥ CH1 波 
⑦ OS1 波 
 





















Regression equation of result










Haramachi NS 波，EW 波の加速度，速度，変位の応答スペクトルを，図 4・10～4・














                      
 
図 4・7．K-net の観測点（FKS005，原町（HARAMACHI）の所在地 
 
 























































































図 4・9．Haramachi EW 波の応答スペクトル(h=0.05) 
 
図 4・10．入力波に用いた Haramachi NS 波の加速度波形 
 
















































































Absolute value of Max. Acc.:7.35m/s2 
Absolute value of Max. Acc.:4.45m/s2 
99 
 
・Sannomaru NS 波，EW 波 
名古屋市の三の丸地区では，国土交通省中部地方整備局，愛知県，名古屋市の 3者
が，各庁舎の免震構造化を含む耐震改修を過去に計画していたが，その際に愛知県入
力地震動協議会が設計用入力地震動として作成した波形 4-(3)が Sannomaru 波である．









央位置を図 4・12 に示す．また，図 4・13～4・14 に Sannomaru NS 波，EW 波の加速













図 4・13．Sannomaru NS 波の応答スペクトル(h=0.05) 
 
 















































































































































































図 4・15．入力波に用いた Sannomaru NS 波の加速度波形 
 















Absolute value of Max. Acc.:1.66m/s2 
Absolute value of Max. Acc.:1.86m/s2 
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・SZ1 波，CH1 波，OS1 波 
平成 28 年 6 月 24 日に国交省より国住指 1111 号が発行され，長周期長時間地震に
対する超高層構造物，免震構造物等の安全性検証に対する指針が示された．SZ1 波，
CH1 波，OS1 波は，その検証に使用されることが一例に挙げられている設計用入力地
震動の一部 4-(6)であり，平成 20 年度から建築基準整備促進事業を活用して作成された
ため，基整促波と呼称される．上記 3 波は，建築物に影響を与える 0.1 秒から 10 秒の





トルを図 4・17～4・18 に示す．上記 3 波の加速度，速度，変位の応答スペクトルを





























図 4・18．基整促波の中京，大阪地区における地域の区分けと擬似速度応答スペクトル 4-(6) 
 
 



















































































図 4・20．CH1 波の応答スペクトル(h=0.05) 
 
 




























































































































































図 4・22．入力波に用いた SZ1 波の加速度波形 
 
 
図 4・23．入力波に用いた CH1 波の加速度波形 
 
 
図 4・24．入力波に用いた OS1 波の加速度波形 
 
Absolute value of Max. Acc.:2.57m/s2 
Absolute value of Max. Acc.:2.65m/s2 










加量を確認したうえで，応答性状の特徴を確認する．解析のフローを，図 4・25 に示す． 
 
【解析手順】 
① Taft EW 波を入力した時に，最大相対変位が 150mm となるように抵抗力を決定
する． 
この時，一次剛性は 5mm で最大抵抗力に達する値とする． 
② ①のダンパ特性を使用し，長周期長時間地震の地震波を入力する． 
③ 最大相対変位が，150mm 以下の場合，応答値を評価する． 
評価対象は，最大相対変位，累積変位量，ボイラ及び支持構造物の応答加速度と
する． 
④ 最大相対変位が，150mm を超えた場合，最大相対変位が 150mm になるまでダン
パ抵抗力を増加させる．この時，ダンパ抵抗力と一次剛性の関係は，①と同様と
する． 




























































4・26 に示す．同図には，Taft EW 波の結果も併記した．今回入力した長周期長時間地震
においては，Taft EW 波で設定したダンパ抵抗力と等価な場合，Haramachi NS 波のみ応
答の相対変位が 144mm となり，目標値以下に収めることができた．しかしながら，そ
れ以外についてはダンパ抵抗力をより増加させる必要性があった．ダンパ抵抗力は，SZ1
波及び CH1 波を除いては Taft EW 波を入力したときの約 1.3 倍であったが，上記二波で
は約 2.7 倍であった．これは，固有周期近辺のスペクトルが高くなっていることが要因
と推定する．また，相対変位を目標値以下に収めるダンパ抵抗力を配したとき，累積変





















力した時に相対変位が 150mm 以下になるよう設計されていることから，2 章の図 2・
25 で示したバイリニアモデルの解析結果がその値となる．その結果は約 3m/s2であ
り，それと比較すると，長周期長時間地震の解析結果は，殆どの地震波で同等程度で









































































































図 4・27．0.5m/s に基準化した Taft EW 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 
 
 





図 4・29．Haramachi NS 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 
 
 




図 4・31．Haramachi EW 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 
 
 





図 4・33．Sannomaru NS 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 
 
 





図 4・35．Sannomaru EW 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 
 
 




図 4・37．SZ1 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 
 
 





図 4・39．CH1 波を入力した時の抵抗力と変位の関係 
 
 





図 4・41．OS1 波を入力した時のエネルギ吸収の時刻歴推移 
 
 




































解析モデルは，4・3・1 項同様とし，入力波は Haramachi EW 波，Sannomaru EW 波，





した 3 条件の入力波でいずれもいずれも開発したダンパの 3 倍以上となっている．ダン



























































































・使用した入力波条件では，Haramachi NS 波のみ Taft EW 入力時と同等のダンパ抵抗力
で変位 150mm に収められた．その他では，Haramachi EW 波，Sannomaru NS・EW 波
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試験は，0.6m/s で 3000kN の抵抗力を発生するダンパを用いて実施した．試験概要図




















変位計 ロードセル 熱電対温度計 
試験体 
(3000kNダンパ) 
















した時の Y軸切片値を読み取り，全 cycleの正負絶対値平均値を評価する． 
全試験における加振 cycle 数と累積変位量の関係を，図 5・2に示す． 
 
 














































1 特性確認試験Ⅰ 1.2 1 1.2 
2 摺動試験ⅰ 4.0 1 5.2 
3 特性確認試験Ⅱ 1.2 1 6.4 
4 摺動試験ⅱ 4.0 1 10.4 
5 特性確認試験Ⅲ 1.2 1 11.6 
6 摺動試験ⅲ,ⅳ 4.0 2 19.6 
7 特性確認試験Ⅳ 1.2 1 20.8 
8 摺動試験ⅴ,ⅵ,ⅶ 4.0 3 32.8 
9 特性確認試験Ⅴ 1.2 1 34.0 
10 摺動試験ⅷ,ⅸ 4.0 2 42.0 

































































特性確認試験 Ⅰ 0.5 100 3 1.20 1.2 
摺動試験 ⅰ 0.01 100 10 4.02 5.2 
特性確認試験 Ⅱ 0.5 100 3 1.23 6.4 
摺動試験 ⅱ 0.01 100 10 4.03 10.5 
特性確認試験 Ⅲ 0.5 100 3 1.22 11.7 
摺動試験 ⅲ 0.01 100 10 4.02 15.7 
摺動試験 ⅳ 0.01 100 10 4.02 19.7 
特性確認試験 Ⅳ 0.5 100 3 1.23 21.0 
摺動試験 ⅴ 0.01 100 10 4.02 25.0 
摺動試験 ⅵ 0.01 100 10 4.02 29.0 
摺動試験 ⅶ 0.01 100 10 4.02 33.0 
特性確認試験 Ⅴ 0.5 100 3 1.23 34.3 
摺動試験 ⅷ 0.01 100 10 4.02 38.3 
摺動試験 ⅸ 0.01 100 10 4.03 42.3 




















































































































































































































































































































































































































































1 正弦波 0.5 50 0.157 3 
2 正弦波 1.0 50 0.314 3 
3 正弦波 1.0 75 0.471 3 


















1 Taft EW 0.5m/s 54.38 － 150 0.52 2.01 
2 El Centro NS 0.5m/s 53.74 1.0 142 0.54 1.03 
3 Hachinohe NS 0.5 m/s 50.98 1.0 56 0.15 0.68 
4 Haramachi NS － 249.99 1.0 143 0.46 4.18 
5 Haramachi EW － 249.99 1.3 150 0.41 3.51 
6 Sannomaru EW － 327.64 1.4 150 0.44 4.67 
7 SZ1 － 655.3 2.6 150 0.65 1.68 
8 CH1 － 655.3 2.7 150 0.70 3.02 










手順 試験名称 入力条件 
1 特性確認試験Ⅰ 特性確認試験 No.1～4 
2 変位応答波試験ⅰ Taft EW 変位応答波 
3 変位応答波試験ⅱ El centro NS 変位応答波 
4 変位応答波試験ⅲ Hachinohe NS変位応答波 
5 確認試験Ⅱ 特性確認試験 No.1～4 
6 変位応答波試験ⅳ Haramachi NS 変位応答波 
7 変位応答波試験ⅴ Haramachi EW 変位応答波 
8 特性確認試験Ⅲ 特性確認試験 No.1～4 
9 変位応答波試験ⅵ Sannomaru EW 変位応答波 
10 特性確認試験Ⅳ 特性確認試験 No.1～4 
11 変位応答波試験ⅶ SZ1 変位応答波 
12 変位応答波試験ⅷ CH1 変位応答波 
13 特性確認試験Ⅴ 特性確認試験 No.1～4 
14 変位応答波試験ⅷ OS1 変位応答波 
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図 5・15．Taft EW波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
 
 






図 5・17．Taft EW波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 
 
その 3 El Centro NS 波変位応答波試験結果 





















図 5・19．El Centro NS 波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
 
 





図 5・21．El Centro NS波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 
 
その 4 Hachinohe NS 波変位応答波試験結果 

















図 5・23．Hachinohe NS波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
 
 







































以上よりダンパの抵抗力は，最大速度を 0.5m/sに基準化した Taft EW 波，El Centro NS





















































図 5・29．Haramachi NS波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
 
 














図 5・31．Haramachi NS波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 
 
その 7 Haramachi EW 波変位応答波試験結果 















図 5・33．Haramachi EW波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
 
 


































その 8 特性確認試験Ⅲの結果 
特性確認試験Ⅲにおける抵抗力と変位の関係を，図 5・36に示す．抵抗力と速度の関
係を，図 5・37に示す．両図には，特性試験Ⅱとの比較を示すが，その差異はほぼない． 
























































図 5・39．Sannomaru EW波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
 
 




























































































図 5・45．SZ1 波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
 
 






図 5・47．SZ1 波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 
 















































































































図 5・55．OS1 波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
 
 


































その 15 特性確認試験Ⅵの結果 
OS1 変位応答波試験後の抵抗力と変位の関係を，図 5・58に示す。また抵抗力と速度

























図 5・18．El Centro NS波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
図 5・19．El Centro NS 波変位応答波試験のエネルギ吸収の時刻歴推移 
























































変位応答波試験の条件を，表 5・9に示す．本試験では，実際の観測波である Haramachi 
EW波とエネルギ吸収の負荷の大きかった Sannomaru EW波及び OS1波の 3条件につい
て加振試験を行う．評価は，第一に加振中に抵抗力に顕著な異常がないことを確認する．
その上で，3・6・3 項の試験結果より得られた 20℃及び 60℃の回帰式を Maxwellモデル
に代入した解析モデルとの比較を行い，差異の確認をする．図 5・61に温度依存性試験





























正弦波 1.0 100 0.628 3 
 
表 5・9．ボイラ内部環境下の変位応答波試験条件 














1 Haramachi EW － 249.99 1.3 150 0.41 3.51 
2 Sannomaru EW － 327.64 1.4 150 0.44 4.67 
3 OS1 － 655.3 1.3 150 0.53 5.99 
 
 





















その 1 Haramachi EW 波変位応答波試験結果 
+60℃環境下において Haramachi EW 波を入力した時の、入力波と試験波形の比較を

















図 5・64．+60℃環境下における Haramachi EW 波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
 
 





図 5・66．+60℃環境下における Haramachi EW波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 
 
 













その 2 Sannomaru EW 波変位応答波試験結果 
+60℃環境下において Sannomaru EW 波を入力した時の、入力波と試験波形の比較を

















図 5・69．+60℃環境下における Sannomaru EW波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
 
 






図 5・71．+60℃環境下における Sannomaru EW波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 
 
 



















吸収の時刻歴推移を図 5・75に示す。試験結果と 60℃の解析モデルの抵抗力は、約 0.3%















図 5・74．+60℃環境下における OS1波変位応答波試験の抵抗力と変位の関係 
 
 





図 5・76．+60℃環境下における OS1波変位応答波試験の温度上昇の時刻歴推移 
 
 


























確認されたエネルギの応答速度に着目して整理した．なお，図 5・78 の Sannomaru EW
波の結果のように，ダンパの稼働時間は地震継続時間の一部である．そこで，応答速度
はダンパがエネルギ吸収をしたΔt間におけるダンパの速度の RMS 値（以降：平均速度
と呼称）で評価する．また，図 5・79 の Haramachi NS 波の結果のように，t間に非常
に長い静止時がある場合は，t間だけでなく稼働時を分割して評価する．例えば，図 5・
79の Haramachi NS波ではt間に約 30秒の長い静止時があるため，t1間とt2間に分割
して評価した． 
 





図 5・79．Haramachi NS波のエネルギ吸収の時刻歴推移 
 
単位体積当たりのエネルギ吸収量とΔt 間の平均速度の関係を図 5・80 に示す．本図
は，前節までの耐久試験結果の抵抗力と変位の関係及びエネルギ吸収の時刻歴推移を整
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は，すべて 0.5m/s に基準化し，種類は Taft EW 波，El Centro NS波，Hachinohe NS波，
の他，気象庁にて兵庫県南部地震の際に観測した Kobe NS 波，防災科学研究所の K-net







































































































Regression equation of result





















図 6・9．最大速度 0.5m/s に基準化した El Centro NS波 
 
 
図 6・10．最大速度 0.5m/sに基準化した Hachinohe NS波 
 
 






図 6・12．最大速度 0.5m/sに基準化したMihama NS 波 
 
 













































変位量が 4m6)-1 に対して開発したダンパでは，確認している範囲で約 10 倍となってい




































































































































































































































































減衰定数比 対 Original 
Original 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
1 1 1.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
2 1 1 1.2 1 1 1 1 1 1 1 1 
3 1 1 1 1.2 1 1 1 1 1 1 1 
4 1 1 1 1 1.2 1 1 1 1 1 1 
5 1 1 1 1 1 1.2 1 1 1 1 1 
6 1 1 1 1 1 1 1.2 1 1 1 1 
7 1 1 1 1 1 1 1 1.2 1 1 1 
8 1 1 1 1 1 1 1 1 1.2 1 1 
9 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1.2 1 
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